
歳 入 の 状 況 （ 千 円 ％ ） 住民１人当たり指数

土地開発公社土地保有高 3,790火 葬 場 － 中 学 校 －水 源 ○公 害 防 止 －

小 学 校 － 土地開発基金現在高 294,000過 疎 ○辺 地 ○ し 尿 処 理 －

0山 振 地 域 ○ 積 雪 寒 冷 特 別 ○ ご み 処 理 ○ 常 備 消 防

－ 介 護 保 険 事 業 － 債 務 負 担 行 為 限 度 額 0
○ 農 業 共 済 事 業 ○収 益 事 業 収 入

特 別 豪 雪 －農 村 工 業 ○ 老 人 福 祉 － 商 工

地 方 債 現 在 高 4,251,531財 産 管 理 ○ 農 業 用 水 － 後期高齢者医療事業 ○豪 雪 －低 開 発 －

計 1,788,123退 職 手 当 ○ 林 野 関 係 － 収 益 事 業 －中部圏開発 ○特 定 農 村 ○高 度 技 術 －

特定目的基金 1,017,736
特定地域政策等の指定状況 一部事務組合等加入の状況 減 債 基 金 74,483

実質単年度収支 F+G+H-I 79,931 -41,898

現
在
高

積
立
金

財政調整基金 695,904
6.6

積立金取崩額 I 0 0
起債制限比率(19～21)

繰上償還金 H 0 0
公 債 費 負 担 比 率 14.0

公 債 費 比 率 9.4
積立金 G 4,009 2,014
単年度収支 F 75,922 -43,912

実 質 収 支 比 率 6.7

実質収支C-D E 295,520 251,608
財政力指数(19～21) 0.46

257,524
翌年度へ繰り越すべき財源 D 44,008 43,808

うち臨時財政対策債発行可能額

歳入歳出差額 A-B=C 339,528 295,416
標 準 財 政 規 模 3,772,254

歳出総額 B 4,935,225 5,309,752
標 準 税 収 入 額 等 1,830,754

歳入総額 A 5,274,753 5,605,168
基 準 財 政 需 要 額 3,117,006

収

支

の

状

況（

千

円）

基 準 財 政 収 入 額 1,430,227
区分 平成20年度 平成21年度 区分(21年度) 指数等(千円 ％)

副町長 条例により不設置 -

町長 赤塚 新吾 平成24年1月27日 695,000 -

特

別

職

区 分 氏 名 任期満了年月日 報酬（給料）月額 条 例 定 数
-- 第 ３ 次 3,166 49.8増 減 率 -5.1 増 減 率 -1.6 増 減 率

国調 第 ２ 次 2,877 45.312.10.1 13,632 21.3.31 12,810 12.10.1

Ｈ17 第 １ 次 296 4.7国

調

17.10.1 12,935 本
台
帳

住
民
基

22.3.31 12,609 17.10.1

人口（人 ％） 人口集中地区(人％) 産業構造（人 ％）

市 町 村 名 八 百 津 町 Ⅱ-2
市 町 村 台 帳 決 算 内 容 ふ り が な やおつちょう 地方交付税種地
平 成 ２ ２ 年 度 平成２１年度 市 町 村 コ ー ド 215058 類 型 Ⅲ-1

歳 入 合 計 5,605,168 100.0 3,479,134 100.0

うち臨時財政対策債 257,500 4.6 人口千人当たり職員数 11.2

標準規模に占める割合
（％） 0.0

0
う ち 減 収 補 て ん 債 特 例 分 0 0.0

地 方 債 310,100 5.5 0 0.0 借入金残高のピーク
(千円）

諸 収 入 154,599 2.8 350 0.0 一時借入金の状況

繰 越 金 339,528 6.1 0 0.0

繰 入 金 43,234 0.8 5,330 0.2

寄 附 金 26,129 0.5 0 0.0

財 産 収 入 21,378 0.4 4,675 0.1 債務負担行為 0
337,182県 支 出 金 443,081 7.9 0 0.0 地方債現在高

国 有 提 供 交 付 金 0 0.0 0 0.0 うち財調減債 61,098
141,813国 庫 支 出 金 452,252 8.1 0 0.0 積立金現在高

手 数 料 31,420 0.6 0 0.0 経常一財(支出) 267,695

使 用 料 106,214 1.9 8,098 0.2 経常一財(収入)

51,545
275,925

分 担 金 ・ 負 担 金 52,846 0.9 0 0.0 普 通 建 設

交 通 安 全 交 付 金 1,555 0.0 1,555 0.0 補 助 費 等 63,135
2,052小 計 3,622,832 64.6 3,459,126 99.4 維持補修費

53,986地 方 交 付 税 1,847,682 33.0 1,683,976 48.4 物 件 費
51,042地方特例交付金等 22,879 0.4 22,879 0.7 公 債 費

軽油・自動車交付金 31,415 0.6 31,415 0.9 扶 助 費 38,748

特別地方消費税交付金 0 0.0 0 0.0 うち職員給 62,177

人 件 費 96,700ゴルフ場利用税交付金 31,381 0.6 31,381 0.9

地方消費税交付金 103,667 1.8 103,667 3.0 地 方 債 24,594

株式等譲渡所得割交付金 923 0.0 923 0.0 分 負 担 金 4,191

地方交付税 146,537配 当 割 交 付 金 2,038 0.0 2,038 0.1

利 子 割 交 付 金 6,502 0.1 6,502 0.2 地 方 税 116,921

地 方 譲 与 税 102,084 1.8 102,084 2.9 実 質 収 支 19,955

歳 出 総 額 421,108地 方 税 1,474,261 26.3 1,474,261 42.4

区 分 決 算 額 構成比 経常一般財源 構成比 歳 入 総 額 444,537
( 円 )

歳 入 の 状 況 （ 千 円 ％ ） 住民１人当たり指数



45,121 3.1 99.4

個人 559,192 37.9 98.5
総 務 費 1,008,104 19.0 法人

議 会 費 56,280 1.1
市町村民税

構成比 現年分徴収率区 分 決 算 額 構成比 区 分 決 算 額

市 町 村 税 の 状 況 （ 千 円 ％ ）目的別歳出の状況（千円 ％）

4,456,688歳 出 合 計 5,309,752 100.0 4,161,272

失業対策事業費 0 0.0 0

457,877 90.3 99.1
災害復旧事業費 16,400 0.3 9,999

歳 入 一 般 財 源 計

単 独 561,892
( 97.0 ) ( 92.2 )

経 常 収 支 比 率 経常一般財源比率

補 助

内

訳

普通建設事業費 649,937 12.2 486,032
68,300 1.3 14,625

10.6

う ち 人 件 費 15,029 0.3 12,386 3,375,361

経常経費充当一般財源等計
投 資 的 経 費 666,337 12.5 496,031

0 0.0 0
670,163 593,078 15.9

前年度繰上充用金

0.0
繰 出 金 722,326 13.6

投資・出資・貸付金 37,013 0.7 13 0
29,981 0.6 0 0 0.0

325,285 317,825 8.5
積 立 金

538,603 454,753 12.2
うち組合負担金

21,348 10,960 0.3
補 助 費 等

維 持 補 修 費 25,873 0.5
796,070 15.0
325,459 6.1

物 件 費 680,709 12.8 485,768 434,807 11.6
2,351,443 44.3 1,949,346 1,881,763 50.4小 計

0.0
16.6

一時借入金利子 0 0.0 0

内

訳

元 利 償 還 金 643,587 12.1 622,053 622,053
0

12.1 622,053 622,053 16.6公 債 費 643,587
488,568 9.2 223,567 223,286 6.0扶 助 費
783,992 14.8 686,136う ち 職 員 給

1,103,726 1,036,424 27.7人 件 費 1,219,288 23.0

充当一般財源等額 経常経費充当一般財源 経常収支比率

性 質 別 歳 出 の 状 況 （千円 ％）

区 分 決 算 額 構成比

51.2 350.0

※ 経常収支比率及び経常一般財源比率の上段（）内の数値は減収補てん債特例分及び臨時財政対策債を経常一般財源等に

加えない場合のもの

25.0 35.0
将 来 負 担 比 率

40.00
実 質 公 債 費 比 率 12.7

連 結 実 質 赤 字 比 率 - 20.00

実 質 赤 字 比 率 - 15.00 20.00
比率（％） 早期健全化基準 財政再生基準

44,542 315,900
健
全
化
判
断
比
率

被保険者一人当たり費用 円 245,409 合 計 141

円 88,975 臨 時 職 員 0 0 0
0 0

一人当たり 〃

一世帯当たり保険税(料)調定額 円 166,314 教 育 公 務 員 0

人 3,759 うち消防職員 0 0 0
0 0

被 保 険 者 数

加 入 世 帯 数 世帯 2,011 うち技能労務職 0

千円 232,304 一 般 職 員 141 44,542 315,900

給料月額(千円) 一人当たり月額(円)

療 養 給 付 費 負 担 金

普 通 会 計 繰 入 額 千円 81,934 区 分 職員数(人)

千円 4,192 一 般 職 員 等 ( H22・4･1現在 )

100.0 98.8
実 質 収 支 額

旧法による税 0 0.0 --   
区 分 金 額 等 合 計 1,474,261

法定外目的税 0 0.0 --   
0.0 --   

国 民 健 康 保 険 事 業 会 計 の 状 況

歳 出 合 計 5,309,752 100.0 水利地益税 0

都市計画税 0

前年度繰上充用金 0 0.0 事 業 所 税 0
0.0 内

訳

入 湯 税 0 0.0 --   
0.0 --   
0.0 --   

--   
諸 支 出 金 0

公 債 費 643,587 12.1 目 的 税 0 0.0
0 0.0 --   災 害 復 旧 費 16,400 0.3 法定外普通税

11.8 小 計 1,474,261 100.0 98.8
--   

教 育 費 624,463

消 防 費 247,838 4.7 特別土地保有税 0 0.0

土 木 費 649,662 12.2
1.8 鉱 産 税 0 0.0 --   商 工 費 95,405

農 林 水 産 業 費 303,379 5.7
48,124 3.3 100.0労 働 費 4,000 0.1 市町村たばこ税

6.7 軽 自 動 車 税 29,417 2.0 98.8
99.0

衛 生 費 354,408

45,121 3.1 99.4
民 生 費 1,306,226 24.6 固 定 資 産 税 792,407 53.7

総 務 費 1,008,104 19.0 法人


